準給水装置及び導水装置の検針及び徴収に関する取扱要綱
　（趣旨）

第１条　この要綱は、江南市水道事業給水条例施行規程（昭和５０年水道部管理規程第１１号。以下「規程」という。）第１８条第４項に基づき、準給水装置及び導水装置における検針及び徴収の取扱いに関して、必要な事項を定めるものとする。

　（定義）

第２条　この要綱において使用する用語は、次の各号に定めるもののほか、江南市水道事業給水条例（昭和５０年条例第３号。以下「条例」という。）及び規程において使用する用語の例による。
（１）水道料金等　水道料金及び下水道使用料をいう。

（２）親メーター　受水槽前に管理者が設置する水道メーターをいう。
（３）各戸メーター　受水槽後に建物所有者等が設置する水道メーター（散水栓等の共同使用水栓用のものを含む）をいう。
　（適用の要件）

第３条　この要綱の適用は、江南市水道事業の定める給水装置工事設計施工基準及び集合住宅等の水道メーター設置基準に適合しなければならない。
　（検針及び水道料金等の算定方法）
第４条　給水設備を必要とする集合住宅等について、条例第４条の申込みをする者（以下「申込者」という。）は、次の各号から検針及び水道料金等の算定方式を選択しなければならない。
（１）親メーター方式　管理者が親メーターを検針し、親メーター口径及び親メーターにより計量する水量に応じた料金を、所有者に一括して請求する方式
（２）親メーター戸数割方式　管理者が親メーターを検針し、親メーターにより計量する水量を、口径１３ミリメートルのメーターが各戸に設置され均等に使用したものとみなして計算した額の合計額を、所有者に一括して請求する方式
（３）集中検針方式　受信装置に表示される各戸メーターの指示値を管理者が検針し、メーター口径及び指示値により計量する水量に応じた料金を各使用者に請求する方式
（４）普通検針方式　各使用者の使用する各戸メーターを管理者が直視により検針し、メーター口径及びメーターにより計量する水量に応じた料金を、各使用者に請求する方式
２　受水槽等の清掃などに使用した水量を計量することができない構造である場合は、使用前後の親メーターにより計量する水量及び受水槽等の容量を参考に、条例第２７条に基づき認定した使用水量に臨時用の用途を適用して水道料金を算定する。
３　親メーターによる使用水量と各戸メーターの計量による合計使用水量の間に差が生じた場合の水量（以下「差水量」という。）取扱いについては、準給水装置等の差水量に関する取扱要領（令和２年４月１日施行）によるものとする。
　（手続き）

第５条　申込者は、条例第４条の申込みと同時に集合住宅等の検針・徴収方法の確認書（様式第１号）を管理者に提出しなければならない。

２　前条第１項第２号から第４号までの方式を選択した者は、管理者と集合住宅等の検針及び徴収に関する契約書（様式第２号。以下「契約書」という。）により、契約を締結しなければならない。
３　既に給水契約を締結している集合住宅等の契約変更については、特別の事情があると管理者が認める場合を除き、既に設置されている各戸メーターの検定満期期限を経過する６ケ月前までに、集合住宅等の検針・徴収に関する変更契約申込書（様式第３号。以下「変更契約申込書」という。）を提出し、必要となる手続きを確認しなければならない。
　（給水装置管理人の選定）

第６条　条例１７条に基づき、給水装置管理人（以下「管理人」という。）を選定し、給水装置所有者代理人・管理人選定変更届（規程第１２条様式第５号。以下「選定届」という。）を管理者に提出しなければならない。
　（管理人の事務）

第７条　管理人は、次に掲げる事務を取り扱うものとする。
（１）使用者から使用開始若しくは使用中止の申し出を受けたとき、又はそのことを知りえたときは、速やかに管理者へ連絡すること。
（２）管理者からの依頼により、使用者に関する情報の提供を行うとともに、必要に応じてメーター交換、修繕等の立会いに応じること。
　（契約の継承）

第８条　給水装置の所有者に変更が生じるときは、旧所有者は新所有者に契約書の内容を承認させたうえで変更するものとし、変更が成立したのち速やかに新所有者と共同して管理者に給水装置所有者変更届（規程第１５条様式第６号）を提出しなければならない。
２　前項による取扱いができない場合は、給水装置の所有者が変更となったのち速やかに新所有者であることを証する書類を添えて、管理者に給水装置所有者変更届（規程第１５条様式第６号）を提出しなければならない。
　（算定方法の変更）
第９条　申込者は、集中検針方式及び普通検針方式から親メーター戸数割方式への変更を希望する場合は、変更契約申込書を提出することにより、第４条第１項により選択した方式の変更を管理者に申し込むことができる。
２　前項以外の検針及び水道料金等の算定方法の変更は、給水装置工事申込書（規程第３条様式第１号）とともに、変更契約申込書を提出することにより、管理者に申し込むことができる。
３　検針及び水道料金等の算定方法を変更する時期は、管理者が適正な変更契約申込書等を受理し、審査を行い分担金等が必要となる場合はその入金を確認した後に、申込者に通知する。
４　検針及び水道料金等の算定方法の変更に伴い必要となる、水道使用者等への周知については、申込者の責任において行うものとする。
　（雑則）

第１０条　この要綱の施行に関し、必要な事項は、別に定める。

　　　附　則

この要綱は、令和２年４月１日から施行する。
附　則
（施行期日）
１　この要綱は、令和３年４月１日から施行する。
　（経過措置）
２　この要綱の施行の際現にこの要綱による改正前の準給水装置及び導水装置の検針及び徴収に関する取扱要綱の規定に基づいて提出されている確認書等は、この要綱による改正後の準給水装置及び導水装置の検針及び徴収に関する取扱要綱の規定に基づいて提出されたものとみなす。
３　この要綱の施行の際現にこの要綱による改正前の準給水装置及び導水装置の検針及び徴収に関する取扱要綱の規定に基づいて作成されている用紙は、この要綱による改正後の準給水装置及び導水装置の検針及び徴収に関する取扱要綱の規定にかかわらず、当分の間、修正して使用することができる。
様式第１号（第５条関係）
集合住宅等の検針・徴収方法の確認書
年　　月　　日
江南市水道事業

江南市長
申込者
住所（法人の場合は法人所在地）
氏名（法人の場合は法人名）
　
電話番号
　このたび受水槽を有する集合住宅等の給水装置工事を申し込むにあたり、次のとおり検針・徴収方法を選択します。
	給水申込所在地
（建物名等）
	

	検針・徴収の方式
（○を記入）
	
	親メーター方式

	
	
	親メーター戸数割方式

	
	
	集中検針方式

	
	
	普通検針方式


※検針・徴収の方式により、施設分担金や水道料金に違いが生じます。検針・徴収方法の変更の際にも新たに負担が生じる場合もございますので、十分に検討をされたうえでお申込み下さい。

※施錠装置付（オートロック式等）の集合住宅等の場合は、選択された検針・徴収の方法により、施錠装置の解除方法をお伝え頂く必要がある場合があります。
集合住宅等の検針及び徴収に関する契約書
江南市水道事業（以下「供給者」という。）と　　　　　　　　　　　　　　　　（以下「申込者」という。）は、後記する物件の検針及び徴収について次の条項により契約を締結する。
　(適用の要件)

第１条　この契約は、江南市水道事業給水条例施行規程（以下「規程」という。）第１８条に定める給水設備により給水を受け、準給水装置及び導水装置の検針及び徴収に関する取扱要綱（以下「要綱」という。）に規定された要件を満たす集合住宅等に適用する。
　(使用水量の認定)

第２条　供給者は、要綱第４条第１項の各検針方式のうち、後記する物件の検針・徴収の方式により検針する。
２　親メーターの計量による水量と各戸メーターの計量による合計使用水量に差が生じた場合の取扱いについては、準給水装置等の差水量に関する取扱要領により清算する。
　３　供給者は、申込者の設置した機器の故障等により集中検針方式による検針ができないときは、各戸に設置されたメーターにより検針し、なおも検針ができないときは、規程第２０条により認定する。
　(給水装置管理人)

第３条　申込者は、要綱第７条に定めた事務を履行する管理人に変更が生じたときは、規程第１２条に定める選定届を遅滞なく提出する。
　(準給水装置等の管理責任)

第４条　申込者の責務において、規程第２４条に定めた管理及び自主検査を履行し、建物の改修等により給水設備の増設、改造等の工事を施工する場合は、江南市水道事業給水条例（以下「条例」という。）に定める手続きを行う。
２　集中検針方式における計量法に定める検定期間内の各戸メーターの交換、故障の対応、遠隔指示装置の取替え、適正な維持管理は申込者が行う。
３　普通検針方式における、計量法に定める検定期間内の各戸メーターの交換、故障の対応については供給者が行い、適正な維持管理は申込者が行う。
４　申込者は、供給者の要請に応じ、供給者が適正な水道水を供給するために必要となる立会い及び資料提供等を行う。
　(水道料金の未払いの場合の措置)

第５条　供給者は、水道料金の支払いがされない場合には、水道使用者に水道料金の支払いの督促を行い、なお支払いがされないときは、給水停止する旨当該使用者に通知した後に、その理由が継続する間当該使用者への給水を停止する。
２　供給者は、前項の取扱いのため、申込者が設置した止水栓等を操作し、給水を停止するための器具を設置する。
　(契約の解除)

第６条　申込者がこの契約に違反し、その旨を勧告されても是正しないときは、この契約を解除することができる。
２　前項の規定により契約を解除する場合において発生する損害について、供給者はその責を負わない。
　(契約の周知)

第７条　申込者は、この契約の内容について給水装置管理人及び使用者に周知徹底しなければならない。
　(契約の有効期間)

第８条　この契約の有効期間は、　　　　年　　月　　日から　　　　年　　月　　日までとする。なお、上記期間満了時に申込者、供給者のいずれからも異議の申し立てがないときは、この期間を１年間延長するものとし、その後において期間が満了したときも同様とする。
　２　普通検針方式の契約が終了するときは、双方協議のうえ供給者が貸与している各戸メーターを撤去する。
　(契約の変更)

第９条　別の検針方法により検針する必要が生じる場合には、検針方法の変更を必要とする時期の６ケ月前までに要綱に定められた手続きを開始し、新たな契約を開始すると同時に従前の契約は終了する。
　２　集中検針方式等から普通検針方式に契約を変更する場合には、水道を継続的に供給している各戸メーターを除き、その他の設備の撤去等は申込者が行う。
　３　集中検針方式等により使用していた各戸メーターは、申込者からの特段の申し出がない限り供給者が譲渡を受ける。
　４　普通検針方式からその他の検針方式に契約を変更する場合には、申込者が代替のメーター等を設置し供給者が貸与している各戸メーターを返却する。
　(その他)

第１０条　この契約に定めのない事項については、申込者及び供給者の協議により別に定めるものとする。
　この契約の証として契約書２通を作成し、申込者、供給者が各１通を保有する。
記
　物件
	給水装置所在地
	江南市

	建物名称
構造・階数
	

	水道使用戸数
	

	メーター口径別
個数
	φ　　　mm　　　　　個
φ　　　mm　　　　　個

	検針・徴収の方式
	


　※検針・徴収の方法は、親メーター方式・親メーター戸数割方式・集中検針方式・普通
検針方式から一つを選択し申込者が記入する。
　　　　年　　月　　日

申込者
住　所

名　称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

供給者
　　　　　　　　　　　　　　　　江南市赤童子町大堀９０番地
　　　　　　　　　　　　　　　　江南市水道事業
　　　　　　　　　　　　　　　　江南市長　　　　　　　　　　　　　　
様式第３号（第５条関係）
集合住宅等の検針・徴収に関する変更契約申込書
年　　月　　日
江南市水道事業

江南市長
申込者
住所（法人の場合は法人所在地）
氏名（法人の場合は法人名）
　

電話番号
　集合住宅等の検針・徴収方法について、裏面の注意事項を確認のうえ、次のとおり変更するよう申し込みます。
	給水申込所在地
（建物名等）
	

	検針・徴収の方式
（○を記入）
	
	親メーター方式

	
	
	親メーター戸数割方式

	
	
	集中検針方式

	
	
	普通検針方式


（市記入欄）

	お 客 さ ま 番 号
	

	メーター番号
	φ　　　　　　　　　－

	給水装置工事申込番号
	


（様式第３号　裏面）
〔注意事項〕
※親メーター方式、親メーター戸数割方式を選択する場合は、江南市水道事業が、各戸別の水道料金に関する問合せなどに応じることが出来ません。
※検針方法を変更する場合は、「集合住宅等の検針及び徴収に関する契約書」の締結が必要となります。
※親メーター方式から親メーター戸数割方式への変更は、給水装置工事の申し込みが必要となり、施設分担金等の追加納付が必要となる場合があります。
※集中検針方式又は普通検針方式への変更は給水装置工事の申し込みが必要となり、施設分担金等の追加納付が必要となる場合があります。
※検針・徴収方法の変更等により、既に納入して頂いた施設分担金を返金することはありません。また、検針方式を変更された後に、別の検針・徴収方法へ変更する際に、新たに施設分担金が必要となる場合があります。
※各戸に水道使用者が存在し、給水を開始している場合は、申込者は申込の内容について、各戸の水道使用者に契約変更について説明を行うとともに、同意を得る必要があり、親メーター方式又は親メーター戸数割方式から集中検針方式又は普通検針方式へ変更する場合は、任意の様式により各戸の水道使用者の請求先所在地、名称、部屋番号及び連絡方法などを記載した資料を提出する必要があります。
様式第２号（５条関係）








